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◎ 会のうごき 

○ 諸会議の経過 

◇ 全国民間空港関係市町村協議会空港フォーラム in 大村  

全国民間空港関係市町村協議会（会長・松下伊丹市長）は、10 月 24 日、長崎イ

ンターナショナルホテルにおいて空港フォーラム in 大村を開催した。 
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会長の松下伊丹市長のあいさつの後、松本大村市長が開催地市長としてあいさつ

を行った。また、来賓を代表して、国土交通省の金澤航空局飛行場部環境整備課長

があいさつを行った。 

続いて、同課長及び平岡航空事業課課長補佐から「空港に関する諸問題」と題し

た説明が行われた。さらに、屋井東京工業大学教授から「空港地域の活性化」と題

した基調講演が行われた後、「空港と地域の将来」をテーマにパネルディスカッショ

ンが行われた。  

また、翌 25 日には、空港防災教育訓練センター等を視察した。 

（担当：財政部）  

 

◇ 分権型教育に関する研究会幹事会 

分権型教育に関する研究会（研究会座長・松浦坂出市長）の幹事会を 10 月 29 日、

全国都市会館において開催した。 

まず、正副代表幹事の選出を行い、代表幹事に川原坂出市教育委員会教育部長を、

また、副代表幹事に高田登別市教育委員会管理部長をそれぞれ選任した。 

次いで、事務報告の後、分権型教育に関する論点について議論を行うとともに、

調査項目（案）について検討を行った。また、今後の運営等について協議した。 

（担当：社会文教部）  

 

◇  自動車リサイクルに関する検討会 離島対策班会議 

自動車リサイクルに関する検討会は、11 月５日、全国都市会館において離島対策班

会議を開催した。  

  会議では、離島における使用済自動車の処理の現状について整理した後、自動車

リサイクル法における離島対策の問題点の整理等を行った。 

    なお、同日、「使用済自動車リサイクル・適正処理関係者検討会 (本会はじめ地方

三団体、関係省庁及び自動車関係団体等をもって組織 )」が開催され、本検討会から、

名瀬市の佐々木市民福祉部長が出席し、自動車リサイクル法に係る離島対策等につ

いて討議を行った。  

（担当：経済部） 

 

◇  税源移譲等都市財政基盤確立プロジェクトチーム 

11 月５日全国都市会館において、第５回プロジェクトチームの会議を開催した。 

座長の高崎市松山財政課長のあいさつの後、㈱三菱総合研究所の白石浩介主任研究

員から「国からみた地方財政」について、説明を聴取した。その後、税源移譲シミ
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ュレーションについて意見交換を行った。また、今後の運営等について協議を行い、

第６回会議を平成 15 年１月とし、引き続き、税源移譲の具体策等について検討を

進めることとした。  

（担当：財政部）  

 

◇  港湾都市協議会及び国土交通省港湾局等との意見交換会 

港湾都市協議会（会長・末吉北九州市長）は、11 月６日、マツヤサロンにおいて

国土交通省港湾局幹部、各地方整備局港湾関係幹部等の出席を得て、意見交換会を

開催した。  

意見交換会では、本協議会を代表して副会長の辻田館山市長、来賓の国土交通省

の金澤港湾局長からあいさつを行った後、港湾関係の諸問題等について懇談した。

また、閉会にあたって、監事の西川小松島市長があいさつを行った。  

（担当：経済部）  

 

◇ 全国民間空港関係市町村協議会事務担当者研修会  

全国民間空港関係市町村協議会（会長・松下伊丹市長）は、11 月８日、名古屋空

港において事務担当者研修会を開催した。 

会長の松下伊丹市長のあいさつの後、国土交通省の鈴木大阪航空局名古屋空港事

務所空港長が来賓としてあいさつを行った。 

続いて、愛知県企画振興部の蒲生総合交通監から「中部国際空港と名古屋空港の

将来計画」について、また、国土交通省の橋本航空局飛行場部環境整備課課長補佐

から「新たな空港整備計画について」と題した講演が行われた。 

（担当：財政部）  

 

◎ 地方六団体のうごき 

○ 高速道路ネットワーク実現全国大会  

高速道路ネットワーク実現全国大会実行委員会（構成団体：本会など地方六団体、

高速道路建設推進議員連盟（会長・村岡兼造衆議院議員）、全国高速道路建設協議会

（会長・平松大分県知事））の主催により標記大会を 10 月 30 日、東京プリンスホテ

ルにおいて開催した。  

  大会では、本会を代表して､鈴木栃木市長、小嶋静岡市長が出席するとともに、地

方公共団体関係者など約 3,100 名が参加し、大会アピールを採択した。  

  また、大会に先立ち開催した公開討論会では、本会を代表して、鈴木栃木市長が

出席し､高速道路ネットワークの必要性について意見を表明した。さらに、大会に
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先立ち開催した緊急提言会では、本会を代表して､堂故氷見市長、鈴木栃木市長、

中本生駒市長、野村阿南市長、櫻井延岡市長が出席し､それぞれ高速道路に対する

意見を表明した。同提言会において､大会アピール案を取りまとめ承認した。  

  大会終了後、地方六団体の代表者（本会からは柏木御坊市長、熊谷大田市長、櫻

井延岡市長）は、各政党の政策責任者、関係省庁、道路関係四公団民営化推進委員

会へ面談要望するとともに、大会出席の地方公共団体関係者は、各都道府県単位で

地元選出国会議員へ面談要望を行った。  

（担当：経済部）  

 

◎ 第 64 回全国都市問題会議  

去る 10 月 31 日、11 月１日の両日、佐世保市（会場・アルカス SASEBO）にお

いて標記会議を開催した。同会議には全国各都市から 2,000 人を超える市長はじめ

都市行政関係者が参加した。  

  １日目は、全国市長会会長の青木立川市長並びに開催市の光武佐世保市長から開

会あいさつの後、来賓の長崎県知事（代読：辻原副知事）から祝辞をいただいた。 

 次に北里大学の養老孟司教授から「子どもの健やかな成長と都市」と題して基調

講演が行われ、また、光武佐世保市長から「少子社会における自治体の子育て支援

―“子育てモデル都市”佐世保からの発信―」と題して主報告が行われた。  

  午後の一般報告では鵜飼春日井市長はじめ、お茶の水女子大学の藤原正彦教授、

フェリス女学院の小塩節院長からそれぞれ事例・研究報告が行われた。  

 ２日目は、「子どもの健やかな成長と都市」をテーマに、常盤大学の井上繁教授

をコーディネーターとして、北村 屋 市長、横尾多久市長、東京大学大学院の汐見

稔幸教授、お茶の水女子大学の菅原ますみ助教授、埼玉県立芸術総合高等学校の益

子幸雄校長によるパネルディスカッションが行われた。    

 閉会式では、梶井高山市助役から来年度の開催市として歓迎のあいさつがあり、

引き続いて東京市政調査会の野村理事長が閉会あいさつを行い、２日間にわたる同

会議は盛会裡に終了した。  

  また、午後からは行政視察が行われ、全日程を終了した。  

 （担当：調査広報部）  

 

◎ 税制調査会総会（第 35 回）  

政府の税制調査会（会長・石弘光氏）は、11 月５日、財務省において第 35 回総

会を開催した。  

総会では、事務局から平成 15 年度税制改正の答申素案について説明を聴取した後、
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審議を行った。本会からは、委員の高崎松浦市長が出席した。  

（担当：財政部）  

 

◎ 港湾整備振興全国大会  

港湾都市協議会（会長・末吉北九州市長）、日本港湾協会等の港湾関係５団体は、

11 月６日、砂防会館において港湾整備振興全国大会を開催した。  

本協議会を代表して副会長の松浦坂出市長が出席するとともに、港湾管理者、港

湾所在自治体の首長が多数参集した。  

   主催者及び来賓の扇国土交通大臣（代読・吉村国土交通副大臣）並びに与党三党

の港湾関係国会議員から、それぞれあいさつの後、出席の国会議員の紹介を行った。 

次に、国土交通省の金澤港湾局長から、港湾をめぐる最近の情勢について説明の

後、決議を決定した。  

（担当：経済部）  

 

◎ 民主党総務部門・税制調査会合同会議 

11 月７日、民主党総務部門・税制調査会合同会議が開催され、地方三団体の代表

者がそれぞれ出席した。 

本会からは鈴木事務総長が出席し、平成 15 年度税制改正について、①税源移譲の

早期実現による都市税源の充実強化、②固定資産税、③ゴルフ場利用税、④特別土

地保有税、⑤事業所税の堅持等について要望陳述を行った。 

（担当：財政部）  

 

◎ 敬宮愛子さまご誕生記念・子育て支援国際シンポジウムのご案内  

子育て先進国であるカナダ、ニュージーランドからパネリストを招き、「子育てを

楽しむために～支えあう家庭と地域～」と題して、子育て支援国際シンポジウムが

下記により開催されることとなりました。  

記  

  ○ 主催  

厚生労働省 財団法人こども未来財団  

○ 後援  

少子化への対応を推進する国民会議 東京都  

 
○ 日程  

   平成 14 年 11 月 26 日（火） 13：00～16：00（開場 12：00）  
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  ＜第１部＞  

   基調講演  

   「応援してます新米パパ・ママ」 大日向 雅美氏（恵泉女学園大学教授）  

  ＜第２部＞  

   パネルディスカッション  

   「子育てを楽しむために～支えあう家庭と地域～」  

○ 会場  

東京国際フォーラム ホール C 

○ 募集要項・定員  

参加費無料・申し込み先着 1,000 名まで  

○ 問い合わせ先  

子育て支援国際シンポジウム事務局  

TEL 0120-388-848  FAX 0120-877-724 

http://www.kodomomiraizaidan.or.jp/ 

http://www.sukusuku.com/ 

 
◎ 市長の選挙 

 （選挙日） （市   名）  （市  長  名）  （当  選  回  数）  
    11 月  3 日   石川県松任市      光 雄 再選（10 月 27 日無投票）  
    11 月  3 日   山梨県韮崎市  小 野 修 一 再選  
    11 月 10 日   北海道旭川市  菅 原 功 一 三選  
    11 月 10 日   北海道網走市  大 場   脩  再選（11 月 3 日無投票）  
  しのだ   あきら  
    11 月 10 日   新潟県新潟市  篠 田   昭 新任（11 月 18 日就任）  
    11 月 10 日   山口県小野田市  杉 原 記 美 四選  
        こうやま  せいし  
    11 月 10 日   熊本県熊本市  幸 山 政 史 新任（12 月 7 日就任）  

（担当：総務部）  

 
◎ 市長の退任 

 （退任日） （市   名）  （市  長  名）   
    11 月  6 日   北海道釧路市  綿 貫 健 輔  
    11 月  6 日   新潟県見附市  大 塩 満 雄  

（担当：総務部）  

 
◎   行事予定  
 月  日  時 間        会   議   名   所  管     場       所 

11 月 21 日 10：00 地 方 税 財源 充実確保全 国大会

（地方自治確立対策協議会） 
財 政 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル
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11 月 26 日 12：30 全国基地協議会・防衛施設周辺

整備全国協議会合同役員会 
社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

（担当：企画調整室）  

 
※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 

 
 

 

 

 

 


